平成２９年度　健康産業創出システム構築事業仕様書
事業名称：平成２９年度　健康産業創出システム構築事業
委託期間：契約締結日から平成３０年３月３０日
１　事業の趣旨・目的
　　健康産業は、ひとつの産業分類にとどまらず、製造業やサービス業などの幅広い領域に、「健康」というキーワードで横断的に関連するという特長があり、高齢化社会の進展とあいまって、今後の成長が有望視されている。

　　大阪は事業所数が東京に次いで多く、多様な産業がバランスよく揃い、かつ厚みをもって集積しているとともに、ライフサイエンス関連の優れた大学・研究機関が集積しており、様々な分野との融合が可能な「健康」産業の創出に適したポテンシャルがある。

　　本事業は、上記のような、大阪におけるポテンシャルを最大限に活用し、健康分野においてサイエンスに基づく新たな産業創出をめざし、こうした産業が自立的・持続的に生み出される仕組み（システム）を構築することを目的としている。
　　その際、大阪に移転予定の国立健康・栄養研究所の機能、ノウハウ等も最大限活用できるようにする。

　　本事業の実施にあたっては、大学等の広範な研究領域からシーズの発掘ができ、多様な業種業態の府内健康関連企業（ニーズのある企業）とのコーディネートができる目利きをはじめとした高度な専門性と事業化へのノウハウ等を有し、仕組み（システム）構築の実現に向けた遂行能力が必要であることから、公募型プロポーザル方式により、幅広く提案を求め、事業者の選定を行う。

２　委託業務の内容

　　本事業では、健康産業創出の仕組み（システム）の構築に必要となる大阪の健康産業の現状や課題等を踏まえ、事業者が、高度な専門性やノウハウ等を活かして、大学・研究機関や企業等への提案・交渉力を発揮し、次の（１）及び（２）の業務を実施する。
　　また、業務内容については、健康産業創出システム構築に必要な基本的事項を示したものであり、本プロポーザルの実施により決定した受託者と企画提案等を調整した上で確定する。

　（１）　健康産業創出システム構築に係る運営スキーム等の提案業務
　　　　①健康産業創出のための自立的・持続的な仕組み（システム）構築の提案

　　　　　・大学等の研究シーズと企業ニーズとをコーディネートし、実用化に導く自立的・持続的な仕組み（運営スキーム）とその構築に向けた取組み（事業スキーム）を提案すること。提案にあたっては、国立健康・栄養研究所との連携も踏まえること。
　（２）　仕組み（システム）構築に向けた大学等シーズ・企業ニーズ等育成準備業務

　　　　①大学等の有望なシーズの発掘
　　　　　・大学や研究機関のシーズについて、スクリーニング（技術の新規性や事業化の可能性を探索）を実施し、１０件程度は発掘すること。
　　　　②府内の健康関連企業（ニーズのある企業）の探索
　　　　　・府内において健康関連製品・サービスについて事業化に関心の高い企業を探索し、当該企業ニーズ等を把握するとともに、仕組み（システム）への参画を図ること。
　　　　　・ニーズのある企業の探索にあたっては、仕組み（システム）に参画する意向を示す企業ニーズを２０～３０件程度確保すること

　　　　③有望シーズの育成に向けた準備
　　　　　・発掘したシーズと確保した企業ニーズとをコーディネートし、育成候補となる有望シーズを絞り込むこと。
　　　　　・育成候補となる有望シーズは、３～５件程度を選定すること。
　　　　※本委託業務で得た（２）①～③の情報は、委託元である大阪府に帰属する。
３　提案を求める事項

　（１）　健康産業創出システム構築に係る運営スキーム等の提案業務
　　　　次の項目について、実現可能な内容を提案・具体的に記載すること。
　　　　　①　２（１）①に記載している仕組み（システム）を提案すること。システム構築は当該年度を含め、３年度以内で構築できる内容とすること（ロードマップ等を添付すること）。また、仕組み（システム）構築後において自立的・持続的な運営がなされるものであること。
　　　　　②　構築する仕組み（システム）における国立健康・栄養研究所の機能・ノウハウ等の活用方策を提案すること。なお、国立健康・栄養研究所については、別添資料を参照するとともに、下記ＵＲＬを参照すること。また、国立健康・栄養研究所に問い合わせる場合は、下記の問い合わせ先に電子メールにて行うこと。
　URL:http://www.nibiohn.go.jp/eiken
 問い合わせ先 ： 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所

国立健康・栄養研究所

 E-Mail : sangakurenkei@nibiohn.go.jp
　　　　　③　上記で提案した内容について、実現のための具体的な方法・手順等について記載すること。
　（２）　仕組み（システム）構築に向けた大学等シーズ・企業ニーズ等育成準備業務
　　　　（１）で提案した運営スキームの具体化に向け、下記項目について、実施手法や規模のイメージ等を計画し、提案すること。
　　　　　①　大学・研究機関のシーズの発掘
　　　　　②　府内のニーズのある企業の探索と当該企業ニーズ等の把握
　　　　　③　育成候補となる有望シーズの選定（シーズとニーズのコーディネートを含む）
　　　　　④　①～③のほかに、仕組み（システム）構築の実現のために取り組む事項
　（３）　業務の実施体制

　　　　業務の実施体制について具体的かつ明確にし、業務を適切に実施するために、目利き等の必要な専門性や経験等を有するスタッフ配置体制を確保すること
４　委託金額の上限
　　６，７８２，０００円（消費税及び地方消費税を含む）
５　スケジュール

　　平成２９年６月下旬　　　　 大学・研究機関のシーズ発掘・ニーズのある企業の探索
　　　※契約締結後、委託者と協議の上、業務開始
　　平成３０年３月 末　　　　　次年度の育成の候補となる有望シーズの選定・報告書の提出
６　業務に関する報告
　　事業期間内、定期的（月１～２回程度を想定）に、進捗状況及び業務内容について府に報告すること。なお、進捗状況が思わしくない場合、仕様書の業務内容が達成できるよう、府が計画の見直しを求める場合に対応すること。
　　また事業期間終了後、直ちに業務及び収支内訳の内容がわかる書類を大阪府に提出すること。
7　委託事業の一般原則等

　（１）　応募者のプライバシーの保持に十分配慮するとともに、業務上知り得た個人情報を紛失し、又は業務に必要な範囲を超えて他に漏らすことのないよう、万全の注意を払うこと。

　　　　 また、他の機関等に応募者の個人情報を提供する際には、個人情報保護に係る法令等に準拠した手続により行うとともに、当該機関等との間で個人情報の保護に関する取り決めを交わすなど、適切な措置を講じること。

　（２）　業務の遂行に当たっては、常に公正かつ中立的な姿勢を保つことを心がけること。

　（３）　本事業の実施で得られた成果、情報（個人情報を含む）等については大阪府に帰属する。

　（４）　事業の再委託は原則禁止とし、必要が生じた場合は大阪府と協議するとともにその決定に従う。
８　その他
　　委託事業を実施するにあたり、本仕様書に明示なき事項及び疑義が生じた時は、大阪府と受託者で協議の上、業務を遂行すること。
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